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公益社団法人滋賀県私立病院協会 

令和６年度事業計画書 

 

公益社団法人滋賀県私立病院協会は、平成元年 9 月 29 日に法人として設立し、今年度は 35

年目を迎えます。 

この間、会員病院はもとより、会員施設の発展と質的向上による安定した医療・介護の提供、

看護師をはじめ必要な人材の育成、地域住民の公衆衛生、健康の保持と社会福祉の増進に貢献

することを目的として歩んでまいりました。 

猛威を振るった新型コロナウィルス感染症も昨年５月には５類感染症へと移行され、当協会

においても、コロナ禍により中止していた会議・研修も再開するなど、社会全体は落ち着きを

取り戻しつつあります。しかし、まだコロナ感染症が終息していないにもかかわらず、我々病

院においてコロナ対策の補助もなくなった状況で、コロナ以前の従来の医療体制に戻ることは、

診療や病院運営に大きな混乱や悪影響を被る事が当面の間予想されます。このような事態に対

しては当協会としてもお互いに密に情報共有をしながらしっかりと行政に対して私共会員病

院の立場を働き掛けてまいります。 

今年は、今後の病院経営に大きな影響を及ぼす医療・介護・障害福祉サービスのトリプル改

定がありました。医療診療報酬の改定では、本体は０．８８％のプラス改定になりましたが、

職員の賃金アップをする事が求められており、物価高騰への対応や人材確保に対応するための

必要な原資は十分でない内容となっており、安定的な病院経営に厳しい状況となっております。

これについては本年２月 29 日に京都で行われた近病連委員会においても各委員から非常に厳

しい改定であるとの意見が多く出され、講演された理事長からは、今後の病院経営に対する強

い懸念が表明されました。 

ただ 1 つ私共、私立病院にとって、対応の仕方によっては病院経営に大きな影響を与えると

思われる新設された「地域包括医療病棟」に対しては私立病院協会としては事務長会とも連携

しながら取得の是非について情報を共有してまいりたいと思います。 

また、医師の働き方改革の施行がいよいよ本年４月より開始されます。私共の会員病院では

まず、各医師の自院内外の時間外労働時間の把握を早急に行い、A 基準（960 時間／年以内）

を目指す必要があります。また、大学病院や大病院からの医師派遣に頼っている我々の中小私

立病院においては、宿日直基準の早急な取得が求められます。これについては会員病院の取得

状況を確認するとともに、私立病院協会として医療審議会や地域対策協議会の場において県や

大学に対し、今回の働き方改革において我々中小私立病院の置かれている厳しい状況を説明の



上、私立病院のバックアップを強力にお願いしてまいりました。今後も医療審議会などあらゆ

る県との会議においてこの姿勢を貫いてまいります。 

 

2025 年問題に対応すべく、政府は地域医療構想を計画し、これを実行に移すため滋賀県でも

各医療圏域で地域医療構想調整会議が進められたところです。しかしコロナ禍の発生により、

この 3 年間中断されてきた会議も昨年度より本格的に再開されました。私共の会員病院は高度

急性期病床はあまり有していないものの、他病床に対する影響力は各医療圏域でかなりの存在

感を持って有しているものと考えます。また在宅医療や介護施設の大部分を私共の会員病院が

運営している事を考えると、今、政府が推し進めようとしている在宅医療を中心に据えた地域

包括ケアシステムを滋賀県で成功させる為には、私共、私立病院の意向、あるいは協力は絶対

条件であると思います。この事実を私共は、県をはじめとして、行政には強く訴え働きかけて

まいります。 

 

2040 年問題でも指摘されている様に病院を取り巻く人材確保の状況は年々厳しさを増して

います。医師、看護師のみならず、特に介護職員の人材不足は深刻で、その最大の要因は介護

施設との給与差（介護保険では処遇改善手当が支給される）がもっとも大きいと思います。 

この人材確保の問題は、我々私立病院にとって存亡の最も大きな問題であり、協会としてこ

れらの課題に対して先頭に立って取り組んで参ります。 

また滋賀県堅田看護専門学校は、当協会の主要な公益目的事業として管理運営しているもの

で、平成 3 年の開校以来、今日まで 1,200 名を超える卒業生を輩出し、その大多数が会員病院

を始め、県内病院に看護師として勤務している実績は、会員病院はもとより県内の看護師確保

及び地域住民の安全と安心の確保に多大の貢献をしているところです。 

しかし、少子化や 4 年制大学志向、また、学生の気質の問題など看護学校を取り巻く状況は

今までにない厳しい状況にあります。他の看護学校もそうですが、当学校も年々入学生の確保

に難渋する様になってきました。そして最近は入学定員の定員割れを起すまでになり、学校の

存亡の危機を迎える事態にまでなっています。この危機を乗り切るためには学校依存の学生募

集ではなく、我々会員病院が責任を持って各自の看護師を育成する気概を持って学生を集める

必要があります。 

令和６年度は早急に入学生確保対策委員会を立ち上げ、各病院のご協力をお願いする予定です。 

このような厳しい状況を踏まえ、令和 6 年度においても、良質で安全な医療・介護・福祉を

滋賀県で中心的存在として提供するため、行政への積極的な参画に努めながら、引き続き会員



相互の交流と連携を深めることで医療現場の人たちが元気に明るく働くことができる環境づ

くりのために、より一層の結集を図ることを基本に次の事業を重点に推進します。 

 

併せて、県内病院の病床数の約半分を占め、地域包括ケアシステムの中枢を担う私共民間病

院で構成する当協会の活動の実態が広く地域住民及び関係機関から理解と支援が得られるよ

う引き続きあらゆる機会を捉えて発信するものとします。 

 

1. 協会の組織力の強化 

会員相互の団結と協調をより強固とするため、次の事項に留意のうえ、引き続き組織力の

強化に努める。 

（1）理事会の円滑な運営と事業推進の体制強化（毎月第２火曜日） 

（2）事務長部会の円滑な運営と理事会主導による各種事業の実施 

（3）滋賀県堅田看護専門学校の指導と協力の強化  

（4）会員への情報提供の強化と会員の拡大 

  また、協会設立３５周年を迎えるが、取り組むべき大きな課題もあることから、大掛かり

で華美な式典を控える方向であるが、どの程度のものにするか検討課題とする。 

 

2. 行政との協調と対話 

医療制度、医療保険制度における医療提供者として、その責務を果たすためには滋賀県・

各市町をはじめ関係行政当局及び関係機関との協調と対話は不可欠である。 

特に、滋賀県保健医療計画、病床機能報告制度、地域医療構想、医療費適正化計画、地

域包括ケアシステム事業をはじめ、医療提供体制の整備は、理事会が中心となって積極的

に関係行政機関との協調・連携を図るとともに、滋賀県医療審議会や地域医療対策協議会

を通じて、今後の医療を支える私立病院の取り組みを発信し、諸施策への積極的参画と会

員病院の実態に即した円滑な実施への提言と支援を求める。 

また、医師不足への対応、新専門医制度や医師の働き方改革に対応し、行政や他の医療

機関との協調と対話を深める。 

さらに、滋賀県医療福祉拠点構想にも関与してまいります。 

 

3. 関係諸団体との協調と連携 

医療制度、医療保険制度への提言と課題の解決については、一般社団法人日本医師会、近



畿病院団体連合会との連携、並びに地域医療等共通する身近な課題の解決のため、一般社団法

人滋賀県医師会、一般社団法人滋賀県病院協会との協調を深め、積極的な連携に取り組む。さ

らに滋賀県医師協同組合に理事として参画し、会員病院職員の福利厚生に資する活動を行う。 

・近畿病院団体連合会委員会への参加（大阪府） 

・近畿病院団体連合会事務長会（京都府）への参加 

 

4. 研修会・広報事業及び情報交換 

（1）会員病院、施設職員の資質の向上と情報の共有を目的に、職員各層を対象に各種講演

会、研修会、セミナー等を開催する。 

① 講演会・セミナー 

② 新任職員等研修会 

③ 保険診療・医療保険制度研修会 

④ 医事研究・病院経営実務 

（2）参考図書の配布、ホームページ等を通じて積極的に会員及び地域住民への情報提供・発

信に努める。 

 

5. 看護師、介護職不足への情報交換、外国人スタッフ育成への取り組み 

 

6. 生活習慣病予防検診等健診事業の受託推進 

生活習慣病予防検診等健診事業には医療費適正化の根幹であるとの認識から、健康保険法

及び高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、全国健康保険協会管掌健康保険の保険事業と

して実施される生活習慣病予防検診、特定健康診査及び肝炎ウイルス検査等について、次の事

業に引き続き積極的に取り込むこととする。 

（1）特定健康診査・特定保健指導等の生活習慣病に関する健診事業の拡大 

（2）政府管掌健康保険生活習慣病予防検診等健診事業の受託実施 

① 健診実施機関の拡大 

② 全国健康保険協会滋賀県支部及び健診受託会員病院相互の連絡調整 

 

7. 事務長部会の円滑な運営と会員病院間の連携 

当協会の事業実施に中核的役割を担っている事務長部会は、次の事業を積極的に実施し、

会員病院相互の連携と情報の共有に努める。特に、研修事業、情報の収集と提供は重点事業と



して取り組む。 

（1）定例事務長部会（年１回）及び常任事務長部会（年４回）の開催 

（2）委員会の統合による事務長部会の活動の充実強化 

（3）滋賀県堅田看護専門学校との連携・協調 

     学校運営協力病院事務長会を通じて、円滑な学校運営に参画・寄与する。 

① 学校運営会議への参画 

② 学校運営協力病院事務長会の開催 

 

8. 看護学校の健全な運営と優秀な学生の確保・養成 

当協会の主な公益目的事業であることを認識し、次の事項を重点に学校運営に取り組む。 

（1）学校運営の円滑な推進 

次の事項に留意の上、円滑な学校運営を推進する。 

① 学校運営会議による指導管理体制の充実（毎月第一木曜日開催） 

② 学校行事への参画と機会を捉えた広報活動の推進 

③ 臨地実習や講師の派遣など運営協力病院の学校支援の充実 

④ 看護部長懇談会などを通じた情報共有・連携強化 

⑤ 学校関係者評価委員会の適切な実施と活用 

（2）優秀な学生の確保 

会員病院・運営協力病院と連携協力しながら、事務長部会の協力を得て、情報を共有

し学生の確保に努める。 

① 学生をはじめ進路指導教員等関係者に対する設立主旨と奨学金制度の案内 

② 学校訪問や予備校訪問による看護学生の確保の要請 

③ オープンキャンパス（web 開催も含む）の実施と校内見学の積極的な受け入れ 

④ 民間事業者の進路相談会や各種学校説明会への積極的な参加 

⑤ ホームページ、パンフ、ポスター等による広報活動の推進 

⑥ 柔軟な入学試験の実施 

⑦ 高等教育の負担軽減措置制度への対応 

⑧入学生確保対策委員会の設置 

（3）教育内容と学生指導の充実強化 

次の事項に留意のうえ、教育内容・指導体制及び学生指導の充実強化に努める。 

① 学生情報の共有による留年・退学の予防対策の強化 



② 実習施設の確保と会員病院における自習施設拡大への協力要請 

③ 専門基礎科目の講師確保のため、会員病院に講師派遣の支援要請 

④ 実習施設・実習指導者及び非常勤講師との連携による効果的な教育の実践 

⑤ 保護者・協力病院とのネットワーク体制の確立による適切な学生指導 

⑥ 専任教員、実習指導教員の確保・充実 

⑦ 令和４年度カリキュラム改正を踏まえた教育内容の改善・充実 

（4）看護師国家試験の全員合格 

以下の点に留意のうえ、学生指導体制を充実させ、国家試験の全員合格をめざす。 

① ３年間を見据え計画的な国家試験対策を行う。 

② 入学時から解剖整理の復習試験をはじめ対策に取り組む 

③ 模擬試験等の結果を活用し、対策を徹底させる。 

④ 勉強に集中しやすい学習環境を作る 

（5）COVID-19 感染拡大防止対策の徹底 

学校教職員は、COVID-19 感染拡大防止に最大限配慮するとともに、医療従事者を目

指す学生も感染しない、させないよう日々感染防止対策の指導を徹底させる。また予

防や早期治療に会員病院が引き続き積極的に協力する。 

（6）学校施設整備計画の策定と施行 

校舎建物・設備等の老朽度診断の実施結果による施設整備計画に基づき、県の補助金

交付事業とも協議のうえ、年次毎に整備する。 

あわせて、老朽化した学術図書、教材、施設備品等の更新設備に努める。 

（7）指導官庁、関係機関の連携と協調 

滋賀県及び大津市はじめ行政当局の指導のもと、連携を密にして適正な運営に努める。 

安定的な学校運営を図るため、非常勤講師や実習施設の確保とともに運営協力病院及

びその関係者の連携、支援を得られるよう方策を検討する。 


